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A. 研究目的 
  国のがん対策推進基本計画（以下、基本計

画）では、第 1 期・第 2 期の全体目標として 10
年間で「がんの年齢調整死亡率（75 歳未満）の

20%減少」が掲げられていたが、達成されなか

った。原因として喫煙率やがん検診受診率が目

標値に届かなかったことなどが定性的に指摘さ

れたが、定量的な評価は行われていない。第 3
期基本計画では全体の数値目標は設定されなか

ったが、都道府県計画では多くの場合目標設定

されている。国の健康づくり運動である健康日

本 21 でも第二次の評価および第三次の目標設

研究要旨 
がん対策の立案および評価における年齢調整死亡率・罹患率の有用性および位置づけを検討

するために、1)都道府県および諸外国の健康計画・がん対策計画の調査、2)がん対策におけ

る健康格差の指標の可能性の検討、3)がん対策全体のロジックモデルの構築、4)胃がん、大

腸がん、肝臓がん、肺がん、女性乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率への影響の定

量化、5)がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値の提案、および 6)国民健康・栄養調査デー

タを用いた世帯所得ごとの健康指標の算出を行った。米国、英国ともに専門家、患者・市民

が参画して計画の策定から評価を行う体制が整備されていた。がん対策の予防・検診分野の

各種指標についてロジックモデルを構築することにより、各指標の意義と互いの関連性が可

視化されるとともに、全体目標である年齢調整死亡率・罹患率の位置づけが明確になること

がわかった。数理モデルの適用により、疾病対策の死亡率減少効果の定量化を行い、がんの

年齢調整死亡率・罹患率の目標値としては、いずれも 75 歳未満を想定した場合、年齢調整

死亡率については 10 年規模で 30%減、年齢調整罹患率については減少、10%減などの目標

設定が可能だと考えられた。がん対策における健康格差の指標について、地理的剥奪指標を

用いた地域間格差の指標や社会階層別公的統計の集計が有用であることがわかった。 
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定が検討されており、特に健康格差の指標の拡

充が議論されている。本研究では、がん対策の

立案および評価における年齢調整死亡率および

年齢調整罹患率のあり方を検討するための資料

として、がん対策の指標間の関係を可視化する

ロジックモデルの構築、健康格差指標の可能性

の検討、およびがん対策の死亡率、罹患率への

影響を定量化するモデルの検討を行った。 
 
B. 研究方法 
2020 年度（令和 2 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 
以下の資料を参考にして、がん対策関連指標の

ロジックモデルを構築した。 
・現行のがん対策推進基本計画（第 3 期） 
・大阪府および沖縄県のがん対策推進計画にお

けるロジックモデル 
 
・厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「次期健康

づくり運動プラン作成と推進に向けた研究」（研

究代表者：辻一郎、以下辻班）において進めら

れている健康日本２１（第三次）のがん分野の

ロジックモデル 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
 米国、カナダ、英国の健康計画およびがん対

策計画における健康格差指標の位置づけおよび

評価指標の情報を収集した。また、これまでに

先行研究で実施されてきた各種がんに関連する

格差指標を収集し、利用する各種公的統計や格

差を計測する単位について整理した。指標はス

トラクチャ（構造）、プロセス（過程）、アウト

カム（結果）ごとに、現時点で申請等により利

用可能な資料について整理した。 
 
③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 山形、福井、長崎 3 県の高精度地域

がん登録データを用い、1990 年～2014 年に胃

がんと診断された症例について、ピロリ菌感染

率、喫煙率、塩分摂取量、飲酒率、肥満を説明

変数とし、ARIMA モデルを用いて 2013～2030
年の年齢調整胃がん罹患率を推定する試みを行

った。 
大腸がん： 昨年度までに本研究班で開発され

た大腸がんマイクロ・シミュレーションモデル

の枠組みの改修およびデータの更新を行なった。

具体的には他死因死亡率・大腸がん死亡・大腸

がん罹患といったシミュレーション内での入力

データやパラメータ値の更新を行った。肝臓が

ん： 昨年度までに検証していたウイルス肝炎・

肝がんの自然史モデルをもとに、シナリオとア

ウトカムを詳細に設定し、これまで行われてき

た肝炎・肝癌対策の効果を数理シミュレーショ

ンで評価することを目的に、肝炎・肝がん政策

や治療の効果検証を試みた。 
女性乳がん： 乳がん罹患動向への各種要因の

影響を定量化するために、年齢、時代、出生コ

ホート効果に、BMI、初産時年齢を要因として

追加し、これらの要因の推移が乳がん罹患動向

に与えた影響を評価した。年齢、時代、出生コ

ホート効果に基づく Unadjusted モデル、

Unadjusted モデルに BMI 平均、平均初産時年

齢を変数として追加した Adjusted モデルを用

いた。Unadjusted モデルと Adjusted model の
差から BMI 平均、平均初産時年齢の影響の大

きさを評価した。 
肺がん： Global burden of disease (GBD) で

推計された 1990 年から 2019 年までの肺がん

死亡率および喫煙が寄与した肺がんの死亡率の

データを使用した。日本における年齢調整肺が

ん死亡率、および喫煙の寄与による年齢調整肺

がん死亡率は、Institute of Health Metrics and  
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Evaluation (IHME)から入手した。年齢・時代・

コホート分析を行い、年齢効果、時代効果、出

生コホート効果別に喫煙による肺がん死亡率へ

の寄与割合を経年的に推計した。また、時系列

データの傾向分析および将来予測を行った。 
 
2021 年度（令和 3 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 
以下の資料を参考にして、がん対策関連指標の

ロジックモデルを構築した。 
・現行のがん対策推進基本計画（第 3 期） 
・大阪府および沖縄県のがん対策推進計画にお

けるロジックモデル 
 
・厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業）「次期健康

づくり運動プラン作成と推進に向けた研究」（研

究代表者：辻一郎、以下辻班）において進めら

れている健康日本２１（第三次）のがん分野の

ロジックモデル 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
 米国、カナダ、英国の健康計画およびがん対

策計画における健康格差指標の位置づけおよび

評価指標の情報を収集した。また、これまでに

先行研究で実施されてきた各種がんに関連する

格差指標を収集し、利用する各種公的統計や格

差を計測する単位について整理した。指標はス

トラクチャ（構造）、プロセス（過程）、アウト

カム（結果）ごとに、現時点で申請等により利

用可能な資料について整理した。 
 
③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 山形、福井、長崎 3 県の高精度地域

がん登録データを用い、1990 年～2014 年に胃

がんと診断された症例について、ピロリ菌感染

率、喫煙率、塩分摂取量、飲酒率、肥満を説明

変数とし、ARIMA モデルを用いて 2013～2030
年の年齢調整胃がん罹患率を推定する試みを行

った。 
大腸がん： 昨年度までに本研究班で開発され

た大腸がんマイクロ・シミュレーションモデル

の枠組みの改修およびデータの更新を行なった。

具体的には他死因死亡率・大腸がん死亡・大腸

がん罹患といったシミュレーション内での入力

データやパラメータ値の更新を行った。肝臓が

ん： 昨年度までに検証していたウイルス肝炎・

肝がんの自然史モデルをもとに、シナリオとア

ウトカムを詳細に設定し、これまで行われてき

た肝炎・肝癌対策の効果を数理シミュレーショ

ンで評価することを目的に、肝炎・肝がん政策

や治療の効果検証を試みた。 
女性乳がん： 乳がん罹患動向への各種要因の

影響を定量化するために、年齢、時代、出生コ

ホート効果に、BMI、初産時年齢を要因として

追加し、これらの要因の推移が乳がん罹患動向

に与えた影響を評価した。年齢、時代、出生コ

ホート効果に基づく Unadjusted モデル、

Unadjusted モデルに BMI 平均、平均初産時年

齢を変数として追加した Adjusted モデルを用

いた。Unadjusted モデルと Adjusted model の
差から BMI 平均、平均初産時年齢の影響の大

きさを評価した。 
肺がん： Global burden of disease (GBD) で

推計された 1990 年から 2019 年までの肺がん

死亡率および喫煙が寄与した肺がんの死亡率の

データを使用した。日本における年齢調整肺が

ん死亡率、および喫煙の寄与による年齢調整肺

がん死亡率は、Institute of Health Metrics and  
Evaluation (IHME)から入手した。年齢・時代・

コホート分析を行い、年齢効果、時代効果、出

生コホート効果別に喫煙による肺がん死亡率へ

の寄与割合を経年的に推計した。また、時系列
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データの傾向分析および将来予測を行った。 
 
2022 年度（令和 4 年度） 
①がん対策全体のロジックモデルの構築 
 昨年度までに検討したがん対策のロジックモ

デルを統合して、がん対策全体のロジックモデ

ルを構築した。 
②胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 山形、福井、長崎 3 県の高精度地域

がん登録データを用い、1990 年～2015 年に胃

がんと診断された症例について、ピロリ菌感染

率、喫煙率、塩分摂取量、飲酒率、肥満を説明

変数とし、ARIMA モデルを用いて 2016～2050
年の年齢調整胃がん罹患率を推定した。 
大腸がん： 昨年度までに本研究班で開発され

た大腸がんマイクロ・シミュレーションモデル

の枠組みの改修を行なった。具体的には、これ

まで単年の推計モデルだったのを年次推移の検

討が可能なように改良した。 
肝臓がん： 昨年度までに構築したウイルス肝

炎・肝がんの自然史モデルをもとに、シナリオ

とアウトカムを詳細に設定し、過去の肝炎・肝

癌対策の効果および将来推計を数理シミュレー

ションで評価した。 
女性乳がん： 乳がん罹患動向への各種要因の

影響を定量化するために、年齢、時代、出生コ

ホート効果、BMI、初産時年齢を要因として、

これらの要因の推移が乳がん罹患動向に与えた

影響を評価した。 
肺がん： WHO が推奨する包括的なたばこ対

策（MPOWER）が日本で履行された場合の

喫煙率および肺がん死亡率への影響を推定

した。 
③がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値の提

案 
がん年齢調整死亡率・罹患率の数値目標につ

いて、2022 年度厚生労働行政推進調査事業費補

助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業「次期健康づくり運動プラン作成と推

進に向けた研究」と連携し、全がんの年齢調整

死亡率および罹患率のトレンド分析を行った。 
④国民栄養調査データを用いた世帯収入別の各

種指標の算出 
 国民健康・栄養調査の利用申請に基づき、

2018 年のデータを用いて世帯所得別の各種健

康指標の算出を行った。 
 
C. 結果 
2020 年度（令和 2 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 
 がん対策関連指標のロジックモデルとして、

各種対策を上流に、ストラクチャ指標、プロセ

ス指標、生活習慣など中間アウトカムを中流に、

分野別の疾病アウトカム等を下流に配置し、最

下流に全体アウトカムとしての罹患・死亡の減

少、健康格差の縮小、患者本位の医療、患者・

家族の QOL を配置するモデルを構築した。さ

らにそれらの先に目指すべき社会の姿を配置す

る構成とした。社会環境アプローチは上流であ

る対策に、健康格差は全体目標および分野横断

的な指標として配置する形が考えられた。 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
米国、カナダでは社会経済指標別の指標が定常

的にモニタリングされていた。英国では死亡率、

罹患率、喫煙率などの統計指標を地理的剥奪指

標（ADI: Area Deprivation Index）に基づいて

社会階層 5 分位で算出していた。 
先行研究で実施されてきた各種がんに関連する

格差指標については、ストラクチャ指標は最小

でも市区町村や都道府県単位となることが多か

った。市区町村レベルの情報があれば ADI が使

用でき、都道府県単位であればより直接的な地
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域指標が使用できることがわかった。都道府県

間の格差に関しては、多くの指標に基づいて算

出可能であり、全国レベルでの格差指標として

は使用しやすい単位であることがわかった。 
 
③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 年齢調整胃がん罹患率（人口 10 万

対）の推移は、ピロリ菌感染率減少幅が大きい

ほど、減少ペースも加速することが示された。

1990 年では 1.37％とピロリ菌感染率の影響は

わずかであったのに対し、2000 年代からは大幅

に増加し、2012 年ではピロリ菌感染率の胃がん

罹患率変化への寄与割合は 36％であった。 
大腸がん： 昨年度までに開発したモデルの改

良により、現状利用可能な最新年である2018年

時点での指標の算出および過去・将来の年次推

移の検討が可能となった。 
肝臓がん： 75 歳未満年齢調整 HCV/HCV 由

来肝がん死亡率については、2016 年には 2006
年時点固定シナリオ（2007 年以降の対策がなか

ったと想定したシナリオ）が 4.3/75 歳未満 10
万人に対し、2020 年時点固定シナリオ（現実に

近いシナリオ）は3.4/75歳未満10万人であり、

対策の効果は 10 年間で死亡率 21％減と推定さ

れた。 
女性乳がん： BMI、初産時年齢ともに、閉経

前の若年層の罹患に与える影響が大きかった。

閉経後の乳がん罹患では、Adjusted モデルと

Unadjusted モデルの差が小さい傾向が明らか

となった。 
肺がん： 喫煙による肺がん死亡率は、男性で

は 1990 年に人口 10 万人あたり 38.0、2019 年

に26.6、同様に女性では人口10万人あたり6.3、
2019 年には 4.9 と減少傾向であった。年齢効果

分析では加齢とともに喫煙による肺がん死亡は

増加し、60 歳ころより急増する傾向であった。

時代効果、出生コホート効果において、男女と

もに 1990 年をピークに喫煙による肺がん死亡

リスクは減少傾向となる推計結果が得られた。

また、時系列分析では、男女ともに 1990 年か

ら喫煙による肺がん死亡は減少傾向であり、

2020 年以降も減少しつづけるという結果が得

られた。 
 
2021 年度（令和 3 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 
 がん対策関連指標のロジックモデルとして、

各種対策を上流に、ストラクチャ指標、プロセ

ス指標、生活習慣など中間アウトカムを中流に、

分野別の疾病アウトカム等を下流に配置し、最

下流に全体アウトカムとしての罹患・死亡の減

少、健康格差の縮小、患者本位の医療、患者・

家族の QOL を配置するモデルを構築した。さ

らにそれらの先に目指すべき社会の姿を配置す

る構成とした。社会環境アプローチは上流であ

る対策に、健康格差は全体目標および分野横断

的な指標として配置する形が考えられた。 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
米国、カナダでは社会経済指標別の指標が定常

的にモニタリングされていた。英国では死亡率、

罹患率、喫煙率などの統計指標を地理的剥奪指

標（ADI: Area Deprivation Index）に基づいて

社会階層 5 分位で算出していた。 
先行研究で実施されてきた各種がんに関連する

格差指標については、ストラクチャ指標は最小

でも市区町村や都道府県単位となることが多か

った。市区町村レベルの情報があれば ADI が使

用でき、都道府県単位であればより直接的な地

域指標が使用できることがわかった。都道府県

間の格差に関しては、多くの指標に基づいて算

出可能であり、全国レベルでの格差指標として

は使用しやすい単位であることがわかった。 
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③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 年齢調整胃がん罹患率（人口 10 万

対）の推移は、ピロリ菌感染率減少幅が大きい

ほど、減少ペースも加速することが示された。

1990 年では 1.37％とピロリ菌感染率の影響は

わずかであったのに対し、2000 年代からは大幅

に増加し、2012 年ではピロリ菌感染率の胃がん

罹患率変化への寄与割合は 36％であった。 
大腸がん： 昨年度までに開発したモデルの改

良により、現状利用可能な最新年である2018年

時点での指標の算出および過去・将来の年次推

移の検討が可能となった。 
肝臓がん： 75 歳未満年齢調整 HCV/HCV 由

来肝がん死亡率については、2016 年には 2006
年時点固定シナリオ（2007 年以降の対策がなか

ったと想定したシナリオ）が 4.3/75 歳未満 10
万人に対し、2020 年時点固定シナリオ（現実に

近いシナリオ）は3.4/75歳未満10万人であり、

対策の効果は 10 年間で死亡率 21％減と推定さ

れた。 
女性乳がん： BMI、初産時年齢ともに、閉経

前の若年層の罹患に与える影響が大きかった。

閉経後の乳がん罹患では、Adjusted モデルと

Unadjusted モデルの差が小さい傾向が明らか

となった。 
肺がん： 喫煙による肺がん死亡率は、男性で

は 1990 年に人口 10 万人あたり 38.0、2019 年

に26.6、同様に女性では人口10万人あたり6.3、
2019 年には 4.9 と減少傾向であった。年齢効果

分析では加齢とともに喫煙による肺がん死亡は

増加し、60 歳ころより急増する傾向であった。

時代効果、出生コホート効果において、男女と

もに 1990 年をピークに喫煙による肺がん死亡

リスクは減少傾向となる推計結果が得られた。

また、時系列分析では、男女ともに 1990 年か

ら喫煙による肺がん死亡は減少傾向であり、

2020 年以降も減少しつづけるという結果が得

られた。 
 
2022 年度（令和 4 年度） 
①予防・検診分野の健康格差指標の検討 
 がん対策関連指標のロジックモデルとして、

各種対策を上流に、ストラクチャ指標、プロセ

ス指標、生活習慣など中間アウトカムを中流に、

分野別の疾病アウトカム等を下流に配置し、最

下流に全体アウトカムとしての罹患・死亡の減

少、健康格差の縮小、患者本位の医療、患者・

家族の QOL を配置するモデルを構築した。さ

らにそれらの先に目指すべき社会の姿を配置す

る構成とした。社会環境アプローチは上流であ

る対策に、健康格差は全体目標および分野横断

的な指標として配置する形が考えられた。 
②胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
予防、検診、治療それぞれのがん対策が年齢

調整死亡率・罹患率に及ぼした影響を定量化す

るため、昨年度までに構築した大腸がんおよび

肝がんのシミュレーションモデルに加えて、今

年度は胃がん、女性乳がんのシミュレーション

モデルを開発し、肺がんについてもモデル改良

を行った。胃がんについては、ヘリコバクター

ピロリ菌（ピロリ菌）感染率、喫煙率などで胃

がん罹患率を推定する時系列モデル（ARIMAX）

により、ピロリ菌除菌の普及によりピロリ菌の

感染率が約 1/2 に、胃がん年齢調整罹患率が約

3/4 に減少することが推計された。乳がんにつ

いても生殖要因、BMI などで乳がん死亡率を推

定する時系列モデルにより、検診受診率向上に

よる将来の乳がん死亡率減少が実現できると予

測された。肺がんについては、たばこ対策の効

果により喫煙率および肺がん死亡率を予測する

状態遷移モデルにより、WHO のたばこ対策パ
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ッケージである MPOWER を包括的に履行す

ることで年齢調整死亡率が約 7%減少すると予

測された。 
③がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値の提

案 
年齢調整死亡率については今後 10 年で約

20％減少すること、年齢調整罹患率については

横ばいが続くことが予測された。 
④国民栄養調査データを用いた世帯収入別の各

種指標の算出 
喫煙、男性の職場での受動喫煙は世帯収入が少

ないほど曝露が多かった。歯の本数が少ない者

（20 本未満）の割合も世帯収入が少ないほど多

かった。一方、運動習慣がある者の割合は世帯

収入が多いほど多かった。また、男性では生活

習慣病のリスクを高める飲酒をしている者の割

合が世帯収入が多いほど多かった。多くの健康

関連指標が世帯収入と関連していることがわか

った。 
 
D. 考察 
2020 年度（令和 2 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 
本研究では、がん対策関連指標についてロジッ

クモデルを構築した。ロジックモデルは保健医

療計画の立案において概念や指標の整理に広く

用いられている。健康日本 21 では、全体計画お

よび分野別の計画においてロジックモデルが構

築され、それに基づいて計画が策定されている。

第三次の計画策定においても、厚生労働科学研

究費補助金辻班において、3 年計画の前半にロ

ジックモデルを構築し、後半に指標を策定する

という流れで進められている。がん対策の計画

策定においても同様の進め方をすることで関係

者の合意形成や計画の構造化、可視化が容易に

なると考えられる。 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
 健康格差については、諸外国の健康政策にお

いて重要な位置づけがなされ、系統的なモニタ

リングと評価が行われていた。日本でも、国民

健康栄養調査では収入別の、国民生活基礎調査

では教育歴別、職業別の集計が公表されている。

これらに加えて、英国のように地理的剥奪指標

を用いて健康格差を評価することも可能である。

人口動態統計、全国がん登録など、悉皆調査や

市区町村単位の調査であれば市区町村別、ある

いは町丁字別の集計が可能であり、剥奪指標の

5 分位や 10 分位で健康格差の評価を国レベル

や地域レベルで実施が可能である。健康日本 21
（第二次）では、健康格差の解消が全体目標に

掲げられていながら評価指標としては健康寿命

の都道府県格差（最長県と最短県の差）でしか

評価されていない。第三次の計画、またそれと

同じタイミングで策定される第 4 期のがん対策

推進基本計画においても、健康格差の指標を充

実させるとともに、地理的剥奪指標のように汎

用性のある指標を継続的に測定可能な体制を整

備する必要がある。また、今後、各自治体で格

差のモニタリングを実施する上では技術面の課

題があるため、厚生労働科学研究補助金の研究

班などがこれらのデータを整理し、対策を企画・

立案・実施・評価する体制の支援を行うことが

必要である。 
 
③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 本研究結果から、喫煙率、飲酒率、

塩分摂取量および肥満率の影響を調整した後、

ピロリ菌の感染率低下は胃がん罹患率減少に大

きく寄与したことが認められた。特に近年でそ

の傾向が著しく、胃がん罹患率変化の 30％以上

がピロリ菌感染率低下によって説明できること

が分かった。 
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大腸がん： 本研究で行った大腸がんマイクロ・

シミュレーションモデルの改修により、最新年

での分析および経時的な年齢調整死亡率等への

影響の検討が可能となるため、最終年度に介入

による効果推定を行う予定である。 
肝臓がん： 本研究で実施した 2 つのシナリオ

の比較の結果、肝炎対策の効果は 10 年間で 75
歳未満年齢調整 HCV/HCV 由来肝がん死亡率

21％減と推定された。この結果は、今後のがん

対策の目標設定の定量的根拠として有用である。 
女性乳がん： 日本では、推計期間と通して平

均 BMI が 25 kg/m2 を超えることはなかった。

肥満をリスク要因としてモデルに利用するため

に、より適切な指標の検討が必要である。閉経

後の乳がん罹患の動向について、BMI 平均、平

均初産時年齢との関連はみられなかった。乳が

んは閉経後も高い罹患率を示しており、閉経後

乳がんの動向に影響を与える要因について、引

き続き検討する必要がある。 
肺がん： 日本における肺がん死亡率の減少は

時代効果という、集団全体が受けた環境要因が

寄与している可能性が示唆された。経年的に喫

煙による肺がん死亡への寄与は減少傾向である

ものの、依然として高い寄与割合を示している

ため、さらなる禁煙対策が必要であると考えら

れる。 
 別のアプローチとして、厚生労働科学研究費

補助金「受動喫煙防止等のたばこ政策のインパ

クト・アセスメントに関する研究」（研究代表者 

中村正和）では、日本人の喫煙率の推移から禁

煙率をモデル化し、WHO の MPOWER で掲げ

られているたばこ対策の効果を喫煙率および全

死因死亡で推定する方法が開発されている。こ

の手法を肺がんや全がんなど死因別に適用する

ことで、将来のたばこ対策のがん死亡率への影

響を定量化できる可能性がある。 
 
2021 年度（令和 3 年度） 

①がん対策のロジックモデルの構築 
本研究では、がん対策関連指標についてロジッ

クモデルを構築した。ロジックモデルは保健医

療計画の立案において概念や指標の整理に広く

用いられている。健康日本 21 では、全体計画お

よび分野別の計画においてロジックモデルが構

築され、それに基づいて計画が策定されている。

第三次の計画策定においても、厚生労働科学研

究費補助金辻班において、3 年計画の前半にロ

ジックモデルを構築し、後半に指標を策定する

という流れで進められている。がん対策の計画

策定においても同様の進め方をすることで関係

者の合意形成や計画の構造化、可視化が容易に

なると考えられる。 
 
②がん対策における健康格差の指標の可能性の

検討 
 健康格差については、諸外国の健康政策にお

いて重要な位置づけがなされ、系統的なモニタ

リングと評価が行われていた。日本でも、国民

健康栄養調査では収入別の、国民生活基礎調査

では教育歴別、職業別の集計が公表されている。

これらに加えて、英国のように地理的剥奪指標

を用いて健康格差を評価することも可能である。

人口動態統計、全国がん登録など、悉皆調査や

市区町村単位の調査であれば市区町村別、ある

いは町丁字別の集計が可能であり、剥奪指標の

5 分位や 10 分位で健康格差の評価を国レベル

や地域レベルで実施が可能である。健康日本 21
（第二次）では、健康格差の解消が全体目標に

掲げられていながら評価指標としては健康寿命

の都道府県格差（最長県と最短県の差）でしか

評価されていない。第三次の計画、またそれと

同じタイミングで策定される第 4 期のがん対策

推進基本計画においても、健康格差の指標を充

実させるとともに、地理的剥奪指標のように汎

用性のある指標を継続的に測定可能な体制を整

備する必要がある。また、今後、各自治体で格
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差のモニタリングを実施する上では技術面の課

題があるため、厚生労働科学研究補助金の研究

班などがこれらのデータを整理し、対策を企画・

立案・実施・評価する体制の支援を行うことが

必要である。 
 
③胃がん、大腸がん、肝臓がん、肺がん、女性

乳がんについて、がん対策の死亡率・罹患率へ

の影響の定量化 
胃がん： 本研究結果から、喫煙率、飲酒率、

塩分摂取量および肥満率の影響を調整した後、

ピロリ菌の感染率低下は胃がん罹患率減少に大

きく寄与したことが認められた。特に近年でそ

の傾向が著しく、胃がん罹患率変化の 30％以上

がピロリ菌感染率低下によって説明できること

が分かった。 
大腸がん： 本研究で行った大腸がんマイクロ・

シミュレーションモデルの改修により、最新年

での分析および経時的な年齢調整死亡率等への

影響の検討が可能となるため、最終年度に介入

による効果推定を行う予定である。 
肝臓がん： 本研究で実施した 2 つのシナリオ

の比較の結果、肝炎対策の効果は 10 年間で 75
歳未満年齢調整 HCV/HCV 由来肝がん死亡率

21％減と推定された。この結果は、今後のがん

対策の目標設定の定量的根拠として有用である。 
女性乳がん： 日本では、推計期間と通して平

均 BMI が 25 kg/m2 を超えることはなかった。

肥満をリスク要因としてモデルに利用するため

に、より適切な指標の検討が必要である。閉経

後の乳がん罹患の動向について、BMI 平均、平

均初産時年齢との関連はみられなかった。乳が

んは閉経後も高い罹患率を示しており、閉経後

乳がんの動向に影響を与える要因について、引

き続き検討する必要がある。 
肺がん： 日本における肺がん死亡率の減少は

時代効果という、集団全体が受けた環境要因が

寄与している可能性が示唆された。経年的に喫

煙による肺がん死亡への寄与は減少傾向である

ものの、依然として高い寄与割合を示している

ため、さらなる禁煙対策が必要であると考えら

れる。 
 別のアプローチとして、厚生労働科学研究費

補助金「受動喫煙防止等のたばこ政策のインパ

クト・アセスメントに関する研究」（研究代表者 

中村正和）では、日本人の喫煙率の推移から禁

煙率をモデル化し、WHO の MPOWER で掲げ

られているたばこ対策の効果を喫煙率および全

死因死亡で推定する方法が開発されている。こ

の手法を肺がんや全がんなど死因別に適用する

ことで、将来のたばこ対策のがん死亡率への影

響を定量化できる可能性がある。 
 
2022 年度（令和 4 年度） 
①がん対策のロジックモデルの構築 

諸外国および都道府県のがん対策の調査によ

り、各がん対策が中間指標を通じて最終アウト

カムであるがんの年齢調整死亡率・罹患率を減

少させるという対策の全体構造を明確に示すこ

とが重要であることがわかった。がん対策の計

画策定においては、がんの年齢調整死亡率・罹

患率の減少につながる個々の対策と中間指標の

関係について、本研究で示したようなロジック

モデルを構築した上で、全体の目標としてがん

年齢調整死亡率・罹患率の減少を掲げることが

妥当だと考えられた。 
②③がん対策の死亡率・罹患率への影響の定量

化 
がん種別では、初年度より主要ながん種であ

る胃がん、大腸がん、肝細胞がん、肺がん、女

性乳がんについて数理モデルを構築し、対策に

よる罹患率・死亡率の減少効果はそれぞれのが

んで最大 30%程度であることがわかった。これ

らのがん種はがん全体の約60%～70%を占めて

いることから、対策の効果は全がんでは最大

20%程度であると推定される。これらを総合す
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ると、年齢調整死亡率については 10 年規模で

30%減、年齢調整罹患率については減少、10%
減などの目標設定が可能だと考えられる。 
④国民栄養調査データを用いた世帯収入別の各

種指標の算出 
喫煙率は世帯所得と特に強く相関しており、

男女ともより世帯所得が低いグループに対して

禁煙対策を行うことが全体の喫煙率低下に向け

て重要である。一方で、受動喫煙については職

場における受動喫煙（世帯所得が低い方がより

受動喫煙している）と飲食店における受動喫煙

（世帯所得が高い方がより受動喫煙している）

で傾向が異なるため、状況に応じた対策が必要

である。さらに、生活習慣病のリスクを高める

飲酒をしている者の割合が男性でのみ世帯所得

と関連しているのに対して、睡眠で休養が十分

にとれていない者の割合は女性のみ世帯所得と

関連していた。したがって健康格差に関する性

による傾向の違いも考慮した対策が必要と考え

られる。 
 
E.結論 
 がんの一次予防、二次予防、医療の充実、い

ずれの分野においても最終アウトカムは罹患率

と死亡率であり、がん対策全体の構成の中でそ

の位置づけを考えるとともに、計画の策定、評

価、次期計画への反映をシームレスに実施する

体制を構築する必要がある。がん対策の各種指

標についてロジックモデルを構築することで、

概念や指標の整理が可能になるとともに、全体

目標である年齢調整罹患率・死亡率の位置づけ

が明確になることがわかった。数理モデルの適

用により、がんの年齢調整死亡率・罹患率の目

標値としては、いずれも 75 歳未満を想定した

場合、年齢調整死亡率については 10 年規模で

30%減、年齢調整罹患率については減少、10%
減などの目標設定が可能だと考えられた。 
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